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の適格性を定めるために、2014年にEUの電子識別規則 (EU) No 910/2014(10)
が採択され、また、EUレベルの連携したサイバーセキュリティ体制を構築する
ために、2016年にNIS指令 (EU) 2016/1148(11) が採択され、加えて、より高度
化・グローバル化・複雑化した情報社会におけるプライバシー保護のために、2016




















































































































































を定める指令 2002/21/EC（OJ L 108, 24.4.2002, p.33）、構成国の電気通信ネッ
トワーク及び電気通信サービスの許認可または届出並びに電気通信事業者の権利
及び義務を定める指令 2002/20/EC（OJ L 108, 24.4.2002, p.21）、電気通信ネッ
トワーク及び電気通信設備へのアクセス及び相互接続を定める指令 2002/19/EC
（OJ L 108, 24.4.2002, p.7）、電気通信ネットワーク及び電気通信サービスに関す
るユニバーサルサービス及び利用者の権利を定める指令2002/22/EC（OJ L 108,
24.4.2002, p.51）、EUのレベルにおける電気通信分野の監督機関を定める規則
(EC) No 2011/2009（OJ L 337, 18.12.2009, p.1）及びEU内の携帯電話ネット
ワークのローミングに関する規則 (EU) No 531/2012である(33) 。これらの基本
的な法令及びそれらの附属法令による規律に基づいて定められている各構成国の
141
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規制当局は、国内規制当局（National regulatory authorities (NRAs)）と呼ばれ
る。日本国の省庁では、その所管業務の相違に応じて、総務省及び経済産業省がそ
れに該当する。



















































委員会決定 2008/49/EC（OJ L 13, 16.1.2008, p.18）(44) は、「IMI」と略称さ
れる域内市場情報システム（Internal Market Information System）の設置を定
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の内部インフラの一部と対応するものと考えることができる。








この別紙とは、規則 (EU) No 1024/2012の末尾に添付される別紙のことを指し、
別紙のみの改正によって、IMIを介して交換可能な行政情報の種類を追加すること
ができる。委員会決定 2008/49/ECの採択の当初における IMIの適用範囲は、理
事会指令 2006/100/EC（OJ L 363, 20.12.2006, p.141）による改正後の専門資格
の認定に関する欧州議会及び理事会の 2005年 9月 7日の指令 2005/36/EC（OJ L
255, 30.9.2005, p.22）及び域内市場におけるサービスに関する欧州議会及び理事
会の 2006年 12月 12日の指令 2006/123/EC（OJ L 376, 27.12.2006, p.36）とさ
れていたが、その後の別紙の改正によって、IMIにより交換可能な情報の種類がか
なり増えており、規則 (EU) 2016/1628（OJ L 252, 16.9.2016, p.53）による改正
後の規則 (EU) No 1214/2011の別紙Ⅱでは、以下の法令に定める情報を交換可能
なものとして、その適用範囲が拡大されている。
1．域内市場におけるサービスに関する欧州議会及び理事会の 2006年 12月 12
日の指令 2006/123/EC（OJ L 376, 27.12.2006, p.36）の第 6章、第 39条
第 5項、並びに、第 15条第 7項（後者の条項に定める通知が指令 98/34/EC
に従って行われない限り）
2．専門資格の認定に関する欧州議会及び理事会の 2005年 9月 7日の指令
2005/36/EC（OJ L 255, 30.9.2005, p.22）の第 4条 aないし第 4条 e、第 8
条、第 50条第 1項、第 2項及び第 3項、並びに、第 56条
3．国境を越える医療における患者の権利の適用に関する欧州議会及び理事会の
2011年 3月 9日の指令 2011/24/EU（OJ L 88, 4.4.2011, p.45）の第 10条
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る欧州議会及び理事会の 2011年 11月 16日の規則 (EU) No 1214/2011（OJ
L 316, 29.11.2011, p.1）の第 11条第 2項
5．「SOLVIT」―域内市場問題解決ネットワークの利用のための基本原則に関
する 2001年 12月 7日の欧州委員会勧告（OJ L 331, 15.12.2001, p.79）の
第 1章及び第 2章
6．役務の提供の枠組み内における従業者の配属に関する欧州議会及び理事会の
1996年 12月 16日の指令 96/71/EC（OJ L 18, 21.1.1997, p.1）の第 4条
7．役務の提供の枠組み内における従業者の配属に関する欧州議会及び理事会の
1996年 12月 16日の指令 96/71/ECの執行並びに域内市場情報システムによ
る行政協力に関する規則 (EU)2024/2012（IMI規則）の改正に関する欧州議会
及び理事会の 2014年 5月 15日の指令 2014/67/EU（OJ L 159, 28.5.2014,
p.11）の第 6条、第 7条、第 10条第 3項及び第 14条ないし第 18条
8．構成国の領土から違法に移動された文化財の返還及び規則 (EU)2024/2012
の改正に関する欧州議会及び理事会の 2014年 5月 15日の指令 2014/60/EC
（OJ L 159 28.5.2014, p.1）の第 5条及び第 7条
9．非道路移動機械の内燃機関のガス状及び粒状汚染物質排出規制及び型式承認
の要件、規則 (EU) No 1024/2012及び規則 (EU) No 167/2013の改正並び
に指令 97/68/ECの改正に関する欧州議会及び理事会の 2016年 9月 14日の














また、規則 (EU) No 1214/2011の第 11条により、IMIを介した構成国間の行
政協力及び構成国と欧州委員会との間の行政協力が積極的に行われるものとされ
































及び利用に関する 2006年 12月 20日の規則 (EC) No 1987/2006（OJ L 381,
28.12.2006, p.4）及び 2007年 6月 12日の理事会決定 2007/533/JHA（OJ L
205, 7.8.2007, p.63）に基づいて開発・設置された(49) 。これに伴い、従前の
関連法令は、廃止または改正された。
規則 (EU) 2016/399（シェンゲンボーダーコード）（OJ L 77, 23.3.2016,




















自動処理に関しては、VIS規則 (EC) No 767/2008（OJ L 218, 13.8.2008,
p.60）(53) が定めている(54) 。そのデータの中には生体認証データも含まれ、
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SYS IIは、「中央 SIS II（Central SIS II）」、中央SIS IIと構成国の国内
システム（National SIS II）とを接続するためのインフラシステムによって
構成されている。また、必要なデータ及び情報の交換に必要となる各種情報
は、「SIRENE Bureaux」から提供される(55) 。SIS II全体の安全性確保の





2016/680（OJ L 119, 4.5.2016, p.89）(56) 及び規則 (EU) 2016/1624（OJ




えば、規則 (EU) 2017/458（OJ L 74, 18.3.2017, p.1）(58) がある。
その後、「Entry/Exit System」の使用に関し、規則 (EU) 2016/399（シェ
ンゲンボーダーコード）の改正提案が行われた結果(59) 、規則 (EU) 2017/458
により、規則 (EU) 2016/399の関連改正が行われた(60) 。この一部改正後の
















規則 (EU) No 1052/2013（OJ L 295, 6.11.2013, p.11）(62) に基づいて設
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このシステムは、基本的に、指令 2011/82/EU（OJ L 288, 5.11.2011, p.1）
及び指令 (EU) 2015/413（OJ L 68, 13.3.2015）に基づいて運用されるが、国
境警備及びテロ対策との関係では、理事会決定 2008/616/JHA（OJ L 210,
6.8.2008, p.12）(63) の別紙の定めを介して、理事会決定 2008/615/JHA（OJ
L 201, 6.8.2008, p.1）(64) によっても運用される。これらの理事会決定は、
現在でも有効な法令として維持されている(65) 。なお、国境を越える自動車











理事会決定 2009/917/JHA（OJ L 323, 10.12.2009, p.20）(67) には、税関がそ
の職務を遂行するために税関情報システム（CIS）によって個人データを自動処
理する場合の関連条項が含まれている。税関は、指令 (EU) 2016/680によって廃
止された枠組み決定 2008/977/JHA（OJ L 350, 30.12.2008, p.60）(68) の中で
も触れられている。そして、理事会決定 2009/917/JHAの前文 (3)は、「税関当局
が共同して活動し、かつ、捜査共助及び刑事に関する司法共助の枠組みにおいて
処理される個人データの保護に関する理事会の 2008年 11月 27日の枠組み決定
2008/977/JHA及び警察分野における個人データの利用に関する欧州評議会閣僚
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税関情報システム（CIS）で処理されるデータの種類に関し、理事会決定
















































































2015/751（OJ L 123, 19.5.2015, p.1）がある。
2．1．5　電子通行証
EU域内におけるEU市民の移動の自由（通行の自由）を更に確保するため、指
令 2004/38/EC（OJ L 158, 30.4.2004, p.77）が採択された。この指令に基づいて
居住カード等が発行される。また、高度な専門家等のEU域内の長期滞在者のた
めの在留資格カードと関連する法令として、理事会指令 2009/50/EC（OJ L 155,
18.6.2009, p.17）があり、就学者のためのカードと関連する法令として、指令 (EU)
2016/801（OJ L 132, 21.5.2016, p.21）がある。これらのカードは、一定の要件
の下で、EU域内国境における通行証として使用することができる(78) 。
国境検問の場合を含め、一定の要件の下で、自己の本人確認のために使用する
ことのできる運転免許証に関しては、指令 2006/126/EC（OJ L 403, 30.12.2006,
153
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p.18）、委員会規則 (EU) No 36/2010（OJ L 13, 19.1.2010, p.1）及び委員会決定
(EU) 2016/1945（OJ L 302, 9.11.2016, p.62）がある。
他方において、理事会規則 (EC) No 2252/2004（OJ L 385, 29.12.2004, p.1）
(79) により、電子的なパスポート内の電子チップに生体認証データを記録する
ことが定められている(80) 。電子的なパスポートの安全性確保に関しては、規
則 (EC) No 444/2009（OJ L 142, 6.6.2009, p.1）(81) により、理事会規則 (EC)




















する欧州共同体のコードを設ける欧州議会及び理事会の 2006年 3月 15日の
規則 No 562/2006（シェンゲンボーダーコード）第 7条第 2項を妨げること
なく、行われる。マッチングの失敗は、それ自体としては、対外国境の通過の
154





リティ上の問題に対処するための関連法令としては、指令 98/84/EC（OJ L 320,
28.11.1998, p.54）、理事会決定 2014/243/EU（OJ L 128, 30.4.2014, p.61）、理
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の連携を通じて、構成国間における PNRデータと関連する情報の安全な交換が
確保されなければならない」と述べている。PNR指令 (EU) 2016/681の第 10条
は、Europolの権限の行使が理事会決定 2009/371/JHA（OJ L 121, 15.5.2009,
p.37）(87) に基づくものとされなければならない旨を定めているが、この理事会
決定 2009/371/JHAは、2017年 5月 1日に全部廃止され、同日から、Europol規




る(89) 。PNR指令 (EU) 2016/681の第 4条第 1項は、構成国のPIUの職務権限
について「テロリスト犯罪または重大犯罪の防止、検知、捜査または訴追」と定め
ている。テロリスト犯罪の定義は、理事会枠組み決定 2002/475/JHA（OJ L 164,
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2．1．7　消費者保護データベース
1996年 7月 8日の理事会決議（OJ C 224, 1.8.1996, p.3）は、行政機関による
法令の執行に関し、それぞれの分野を担当する構成国の行政機関の間の協力関係
の構築・増進を要求している。規則 (EC) No 2006/2004（OJ L 364, 9.12.2004,
p.1）は、消費者保護の分野における構成国の行政機関の間の協力に特化して、そ







力を規律するという点において、規則 (EC) No 2006/2004の公法的な性格が濃厚
であると言える。EUの対外国境を越える第三国との間における情報交換に関して
は、第 14条に規定がある。
規則 (EC) No 2006/2004の第 4条第 1項は、構成国間における職務権限を有す
る行政機関及び単一の連絡部局(94) を指定すべきものと定めている。構成国間に
おける情報交換は、この連絡部局を介して行われる。
























とが示されている。しかし、EUの機関に適用される規則 (EC) No 45/2001との
関係においては、個人データの管理者としての立場にあると解される。















令に定める内容を構成国が国内法化すべき期限を 2002年 1月 17日よりも前と定
めている(98) 。
電子商取引指令 2000/31/ECの第 1条第 1項は、同指令の立法目的について、「こ
158





令の第 2条 (a)にあり、「指令 98/48/ECによる改正後の指令 98/34/EC第 1条 (2)
の意味におけるサービスのことを意味する」と定義している。指令 98/48/EC（OJ
L 217, 5.8.1998, p.18）は、EUの法令の中で用いられる用語を総括的に定める指
令 98/34/EC（OJ L 204, 21.7.1998, p.37）の第 1条に新たな (2)を挿入して改正




















































に関する理事会指令 93/13/EEC（OJ L 95, 21.4.1993, p.29）、消費者契約に関す
る指令 97/7/EC（OJ L 144, 4.6.1997, p.19）、不当な宣伝広告の規制に関する理事
160
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会指令 84/450/EEC（OJ L 250, 19.9.1984, p.17）(103) 、消費者の信用供与契約
の規制に関する指令 87/102/EEC（OJ L 133, 22.5.2008, p.66）(104) 、投資サー
ビスの規制に関する理事会指令 93/22/EEC（OJ L 141, 11.6.1993, p.27）(105) 、
パッケージ旅行の規制に関する理事会指令 90/314/EEC（OJ L 158, 23.6.1990,
p.59）、消費者向け製品の価格表示における消費者保護に関する指令 98/6/EC（OJ
L 80, 18.3.1998, p.27）、タイムシェアベースで不動産を利用する権利の購入する
契約における購入者の保護に関する指令 94/47/EC（OJ L 280, 29.10.1994, p.83）
(106) 、消費者保護のための簡易な手続による差止請求に関する指令98/27/EC（OJ
L 166, 11.6.1998, p.51）(107) 、製造物責任に関する理事会指令 85/374/EEC（OJ
L 210, 7.8.1985, p.29）(108) 、消費財の販売及び保証に関する指令 1999/44/EC
（OJ L 171, 7.7.1999, p.12）、並びに、家庭用医薬品の販売の規制に関する理事会
指令 92/28/EEC（OJ L 297, 13.10.1992, p.8）(109) 等の法令が含まれる。電子商
取引の一方当事者が消費者に該当する場合、これらの法令が優先して適用される。
日本国においても、特定商取引に関する法律（昭和 51年法律第 57号）、景品表示
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(1) 事前許認可を義務とすることの禁止
電子商取引指令 2000/31/EC第 4条第 1項により、第 2項に定める指令



























電子商取引指令 2000/31/EC第 12条ないし第 14条により、一定の要件を
162





























(1) 決済サービス指令 (EU) 2015/2366及び電子マネー指令 2009/110/EC
163
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決済サービス指令 (EU) 2015/2366（OJ L 337, 23.12.2015, p.35）(114)
は、決済に関する基本的な法令である。同指令の第 1条第 1項は、構成国が、
(a)与信機関による決済、(b)電子マネー機関による決済、(c)郵便振替取扱機








電子マネーに関し、決済サービス指令 (EU) 2015/2366の第 42条は、電子
マネー決済機関が提供すべき情報を定め、同指令第 63条は、電子マネー決
済機関の特例を定めている。また、同指令第 111条により、電子マネー指令
2009/110/EC（OJ L 267, 10.10.2009, p.7）が大規模に改正された。この改正
後の指令 2009/110/ECの第 3条第 4項及び第 5項は、構成国が、電子マネー
による決済を承認すべきことを定めている(115) 。
加えて、決済サービス指令 (EU) 2015/2366の第 114条により、従前の決





(2) 送金情報規則 (EU) 2015/847
送金情報規則 (EU) 2015/847（OJ L 141, 5.6.2015, p.1）は、従前の規則



















決済口座指令（OJ L 257, 28.8.2014, p.214）の第 2条 (22)は、「資金（funds）」
について、「銀行券、硬貨、口座預金（scriptural money）、並びに、欧州議会
及び理事会の指令 2009/110/EC第 2条 (a)に定義する電子マネーのことを意
味する」と定義している。
(4) 口座決済要件 (EU) No 260/2012
口座決済要件規則 (EU) No 260/2012（OJ L 94, 30.3.2012, p.22）は、口
座振込、口座振替、自動引落による決済と関係する技術上及び業務上の要件を
















































の欧州共同体の枠組みに関する欧州議会及び理事会の 1999年 11月 13日の指令
1999/93/EC（OJ L 13, 19.1.2000, p.12）であった。
この電子署名指令 1999/93/ECは、電子識別規則 (EU) No 910/2014（OJ L
257, 28.8.2014, p.73-114）の第 50条により、2016年 7月 1日をもって廃止さ
れた。
(2) 電子識別規則 (EU) No 910/2014
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電子証明と関連する各論的な事項について定めている。
(3) 電子識別規則 (EU) No 910/2014の細則
電子識別規則 (EU) No 910/2014を実装するためのより具体的な要求仕様は、
同規則に基づく委任により、同規則の細則である委員会実装決定 (EU) 2015/296
（OJ L 53, 25.2.2015, p.14）(122) 、委員会実装決定 (EU) 2015/1505（OJ L
235, 9.9.2015, p.26）(123) 、委員会実装決定 (EU) 2015/1506（OJ L 235,
9.9.2015, p.37）(124) 、委員会実装決定 (EU) 2015/1984（OJ L 289, 5.11.2015,
p.18）(125) 、委員会実装決定 (EU) 2016/650（OJ L 109, 26.4.2016, p.40）
(126) 、委員会実装規則 (EU) 2015/806（OJ L 128, 23.5.2015, p.13）(127) 、
委員会実装規則 (EU) 2015/1501（OJ L 235, 9.9.2015, p.1）(128) 及び委員






























































(3)個人データ保護指令 95/46/ECの参考訳・改訂版は、法と情報雑誌 2巻 5号 332～365頁
にある。
(4)電子署名指令 1999/93/ECは、電子識別規則 (EU) No 910/2014によって廃止された。
(5)指令 2002/58/ECの参考訳・改訂版は、法と情報雑誌 2巻 5号 158～187頁にある。
(6)情報社会指令 2001/29/ECの参考訳は、同誌 2巻 11号 1～26頁にある。
(7)サイバー犯罪条約（ETS No.185）の説明書の参考訳は、同誌 1巻 6号 1～132頁にある。
(8) COM(2015) 192 final、COM/2017/0228 final
(9) A Digital Single Market Strategy for Europe - COM(2015) 192 final参照
(10)電子識別規則 (EU) No 910/2014の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 10号 147～196頁にあ
る。
(11) NIS指令 (EU) 2016/1148の参考訳・改訂版は、同誌 2巻 8号 120～163頁にある。
(12)規則 (EU) 2016/679（GDPR）の参考訳・改訂版は、同誌 2巻 5号 188～331頁にある。
(13) Luciano Floridi & Phyllis Illari (Eds.), The Philosophy of Information Quality,
Springer (2014) が参考になる。なお、後掲ハイブリッドな脅威報告書（JOIN (2017)
30）においても重点的な課題の 1つとして述べられている。
(14)前掲『ネットワーク社会の文化と法』参照
(15)欧州連合基本権憲章（2012/C 326/02）の参考訳は、法と情報雑誌 1巻 2号 1～33頁に
ある。
(16)ハイブリッドな脅威報告書（JOIN (2017) 30）の参考訳は、同誌 2巻 8号 91～119頁に
ある。
(17) ENISA, Securing the Cyber Space in the Light of State Sponsored Activities, May
2017
(18) William D. Bryant, International Conflict and Cyberspace Superiority: Theory and
Practice, Routledge (2017)
(19) James Scott, Metadata: The Most Potent Weapon in This Cyberwar: the New
Cyber-kinetic-meta War, Createspace Independent Publishing Platform (2017)、
IEEE, Security certification and labelling in Internet of Things, DOI: 10.1109/WF-
IoT.2016.7845514
(20) Mason Rice & Sujeet Shenoi (Eds.), Critical Infrastructure Protection X: 10th IFIP
WG 11.10 International Conference, ICCIP 2016, Arlington, VA, USA, March 14–
16, 2016, Revised Selected Papers, Springer (2016)
(21) Michael Brenner, Kurt Rohloff, Joseph Bonneau, Andrew Miller, Peter Y.
A. Ryan, Vanessa Teague, Andrea Bracciali, Massimiliano Sala, Federico Pintore,
Markus Jakobsson (Eds.), Financial Cryptography and Data Security: FC 2017
International Workshops, WAHC, BITCOIN, VOTING, WTSC, and TA, Sliema,
171
明治大学　法律論叢 90巻 4・5号：責了 book.tex page172 2018/02/27 18:21
法律論叢 90巻 4・5合併号





(23) Nick Bostrom, Superintelligence: Paths, Dangers, Strategies, Oxford University
Press (2016)、Martin Ford, Rise of the Robots: Technology and the Threat of a
Jobless Future, Basic Books (2015)
(24)人工知能（AI）または自律ロボットによる影響との関係については、夏井高人「アシモフ
の原則の終焉―ロボット法の可能性―」法律論叢 89巻 4・5号 175～212頁 (2017)、同
「ロボット法の制定を求める欧州議会決議 [参考訳]」法と情報雑誌 2巻 5号 438～492頁
(2017)の冒頭部分で述べたとおりである。脳科学の動きを踏まえた応用研究に関しては、
人工知能学会誌 32巻 6号 (2017)に収録された関連論考がある。
(25)ロボットまたは人工知能の権利主体性に関しては、Nathalie Nevejans, Traite´ de droit et
d’e´thique de la robotique civile, Les Etudes Hospitalie`res e´dition (2017)、Markus
Ha¨user, Do robots have rights? The European Parliament addresses artificial
intelligence and robotics, CMS News 06.04.2017が参考になる。
(26)関連するものとして、植月献二「欧州デジタルアジェンダ―2013～2014年の重点分野
―」外国の立法 254–2号 8～9頁 (2013)、佐々木勉「欧州における電気通信政策の新展
開と理論動向 (1)」Infocom review 33号 37～57頁 (2004)、同「欧州における電気通信
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―EU電子通信市場における競争法の役割―」慶應法学 35号 205～231頁 (2016)、西村
暢史「欧州情報通信政策における競争法的思考」比較法雑誌 45巻 1号 45～86頁 (2011)
がある。
(36) COM(2016) 590 final
(37)指令 2002/58/ECの改正案COM(2017) 10 finalの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 4号 195
～248頁にある。










(39) EDPS意見書（Opinion 5/2017）及びEDPS意見書（Opinion 3/2015）では、GDPRと
の同時適用（施行）の重要性が強調されている。EDPS意見書（Opinion 5/2017）の参考
訳は、法と情報雑誌第 2巻第 6号 177～216頁にある。EDPS意見書（Opinion 3/2015）











(44)委員会決定 2008/49/ECの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 9号 84～92頁にある。
(45)規則 (EU) No 1024/2012の参考訳は、同誌同号 93～114頁にある。
(46)渡航文書不正防止行動計画（COM/2016/0790）の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 9号 473
～488頁にある。
(47)規則 (EU) No 1214/2011の第 29条第 3項は、消費者保護法の執行のために職責を負う
国内機関の間の協力に関する欧州議会及び理事会の 2004年 10月 27日の規則 (EC) No




する委員会決定 2008/49/ECは、規則 (EU) No 1214/2011の第 27条により廃止された。
(49) SIS IIに関しては、Libor Klimek, European Arrest Warrant, Springer (2015) p.138
の脚注内に解説がある。また、須田祐子・前田幸男「シェンゲン情報システム (SIS)の現
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状と課題―「国境のないヨーロッパ」の国境管理と ITシステム―」境界研究 3号 1～13
頁 (2012)が参考になる。




(52) EUにおける査証（visa）の発給に関する法令としては、規則 (EC) No 810/2009（Visa
コード）（OJ L 243, 15.9.2009, p.1）がある。
(53) VIS規則 (EC) No 767/2008の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 5号 1～59頁にある。VIS
規則 (EC) No 767/2008は、規則 (EU) 2016/399（シェンゲンボーダーコード）によっ
て一部改正されている。
(54)国境警備を含め、警察機関等の国際協力に関しては、Maria Fletcher & Ester Herlin-
Karnell, Claudio Matera (Eds.), The European Union as an Area of Freedom,
Security and Justice, Routledge (2016)が参考になる。
(55)委員会決定 2008/333/EC（OJ L 123, 8.5.2008, p.1）参照
(56)指令 (EU) 2016/680の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 1号 41～140頁にある。
(57)規則 (EU) 2016/1624の参考訳は、同誌 2巻 6号 1～98頁にある。
(58)規則 (EU) 2017/458の参考訳は、同誌 2巻 7号 83～96頁にある。
(59) COM(2016) 196 final
(60)規則 (EU) 2017/458による改正後の規則 (EU) 2016/399の第 8条の参考訳は、法と情報
雑誌 2巻 7号 97～103頁にある。
(61)規則 (EU) 2016/399（シェンゲンボーダーコード）と直接に対応する日本国法は、出入
国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319号）である。また、規則 (EU) 2016/399
と密接に関連する PNRに関して対応する日本国法は、出入国管理及び難民認定法施行規
則（昭和 56年法務省令第 54号）、とりわけ、同施行規則第 52条（報告する義務）並びに
旅券法（昭和 26年法律第 267号）及び旅券法施行規則（平成元年外務省令第 11号）で
ある。このほか、関連する法令として、航空法（昭和 27年法律第 231号）、空港法（昭
和 31年法律第 80号）、港則法（昭和 23年法律第 174号）、河川法（昭和 39年法律第 67
号）、海上運送法（昭和 24年法律第 187号）、海上運送法施行規則（昭和 24年運輸省令
第 49号）、国際海上物品運送法（昭和 32年法律第 172号）、船員法（昭和 22年法律第
100号）、船員法施行規則（昭和 22年運輸省令第 23号）、船舶職員及び小型船舶操縦者
法（昭和 26年法律第 149号）、船舶法（明治 32年法律第 46号）、道路運送車両法（昭和
26年法律第 185号）及び貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83号）がある。
(62)和訳として、加藤浩訳「欧州国境監視システム（EUROSUR）を創設する 2013年 10
月 22日の欧州議会及び理事会の規則 (EU)No 1052/2013」外国の立法 262号 32～47号
(2014)がある。
(63)理事会決定 2008/616/JHAの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 9号 116～200頁にある。
(64)理事会決定 2008/615/JHAの参考訳は、同誌 2巻 2号 155～181頁にある。
(65)第 9次効果的で真に安全な欧州連合に向けた月次進捗報告書（COM(2017) 407 final）の
「Supporting the full implementation of EU measures」の項参照
(66)佐藤以久子「欧州共通の庇護制度（CEAS）」桜美林論考法・政治・社会 5号 63～81頁
(2014)、岡部みどり「出入国管理のための対外政策に関する分析―EU近隣諸国政策との
関連に焦点を当てて」上智ヨーロッパ研究号 7号 89～105頁 (2015)が参考になる。
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(67)理事会決定 2009/917/JHAの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 2号 1～30頁にある。
(68)枠組み決定 2008/977/JHAの参考訳は、同誌 2巻 1号 141～169頁にある。
(69)勧告No R (87) 15の参考訳は、法と情報雑誌 1巻 6号 140～149頁にある。
(70)理事会決定 2009/917/JHAは、その後の法令によって廃止されていないので、現時点に







理と関連する指令 2004/82/EC（OJ L 261, 6.8.2004, p.24）の参考訳は、法と情報雑誌
2巻 5号 60～70頁にある。API及びPNRを含め、搭乗者データのプライバシー問題に
関しては、Olga Mironenko Enerstvedt, Aviation Security, Privacy, Data Protection




Coordination Group, A Guide for Exercising the Right of Access to the Customs
Information System (December, 2015)が公表されている。
(74)指令 2010/40/EUの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 9号 27～47頁にある。














































(79)理事会規則 (EC) No 2252/2004の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 7号 104～117頁にある。
(80)技術仕様等は、ICAOのDocument 9303（Machine Readable Travel Documents）に
準拠する。
(81)規則 (EC) No 444/2009の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 7号 118～129頁にある。
(82)規則 (EC) No 444/2009による改正後の理事会規則 (EC) No 2252/2004の参考訳は、同
誌同号 130～133頁にある。
(83) COM(2016) 823 final及びCOM(2016) 824 final
(84)食肉等のトレーサビリティのために用いられる電子 IDに関しては、規則 (EU) No 653/2014
（OJ L 189, 27.6.2014, p.33）がある。
(85) PNR指令 (EU) 2016/681の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 3号 119～155頁にある。
(86)一定の種類のデータが継続的かつ義務的に保存され続ける点において、PNRの収集・保
存の仕組みは、データ保持指令 2006/24/EC（OJ L 105, 13.4.2006, p.54）における枠組


















(87)理事会決定 2009/371/JHAの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 2号 31～98頁にある。
(88) Europol規則 (EU) 2016/794の参考訳は、同誌 2巻 3号 1～101頁にある。
(89)石垣泰司「欧州統合と対テロ政策―EU対テロ政策形成過程における加盟国、欧州委員会
および欧州議会の役割―」日本EU学会年報 27号 55～74頁 (2007)参照






訳]」法と情報雑誌 2巻 5号 366～437頁 (2017)、同「搭乗者名記録 (PNR)データの移
転および処理に関するカナダと欧州連合間の協定案に関する欧州議会からの意見請求事
件 (1/15)欧州連合司法裁判所 (大法廷)意見 (2017年 7月 26日)ECLI: EU: C: 2017: 592
[参考訳]」法と情報雑誌 2巻 8号 186～256頁 (2017)、同「カナダ国境サービス庁による
国家安全保障目的での旅行者のシナリオベース標的絞り込みについてのカナダプライバ
シーコミッショナーオフィスのプライバシー監査報告（2017年 9月 21日）[参考訳]」法
と情報雑誌 2巻 10号 21～39頁 (2017)が参考になる。
(93)関連する法令の翻訳として、右近潤一「資料・消費者の権利に関する欧州議会及び理事会
の指令に関する提案（試訳）」京都学園法学 60・61号 71～111頁 (2010)がある。関連す
る論文として、川和功子「消費者像についての一考察（一）」同志社法學 63巻 3号 1459
～1475頁 (2011)がある。










とおりである。他にArno R. Lodder & Andrew D. Murray (Eds.), EU Regulation of
E-Commerce: A Commentary, Edward Elgar (2017)、Jeffrey Belson, Certification
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チメディア法（Gesetz zur Regelung der Rahmenbedingungen fu¨r Informations-
und Kommunikationsdienste (Informations- und Kommunikationsdienste-Gesetz












(101) 指令 97/66/ECの参考訳は、法と情報雑誌 1巻 5号 66～83頁にある。
(102) 2018年 5月 18日以降は、個人データ保護指令 95/46/ECではなく、一般データ保護規




(104) その後、消費者に対する信用供与契約に関する指令 2008/48/EC（OJ L 133, 22.5.2008,
p.66）により、廃止された。
(105) その後、金融商品市場に関する 2004/39/EC（OJ L 145, 30.4.2004, p.1）により、廃
止された。
(106) その後、指令 2008/122/EC（OJ L 33, 3.2.2009, p.10）により、廃止された。
(107) その後、消費者保護指令 2009/22/EC（OJ L 110, 1.5.2009, p.30）により、廃止され
た。
(108) 理事会指令 85/374/EECの参考訳は、法と情報雑誌 2巻 10号 278～291頁にある。
(109) その後、指令 2001/83/EC（OJ L 311, 28.11.2001, p.67）により、廃止された。
(110) 日本国における関連法規制に関しては、経済産業省「電子商取引及び情報財取引等に
関する準則」（平成 29年 6月）、公正取引委員会「消費者向け電子商取引における表示










る指令 2002/21/EC（OJ L 108, 24.4.2002, p.33）により、廃止された。
(113) 私法上の契約における当然の前提条件（いわゆる「法定条件」の一種）であるとみるこ
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の概要」金融研究第 28巻 1号 119～172頁 (2009)に詳細な解説がある。




商取引学会年報 14号 149～161頁 (2012)、小梁吉章「仮想通貨の法律構成」広島法科
大学院論集 13号 1～23頁 (2017)、高松志直「電子マネーおよび仮想通貨に対する強制
執行」金融法務事情 65巻 11号 50～58頁 (2017)、片岡義広「仮想通貨の規制法と法
的課題（上）」NBL 1076号 53～60 (2016)、同「仮想通貨の規制法と法的課題（下）」
NBL 1077号 82～89頁 (2016)、高橋郁夫「フィンテックの法と制度」情報処理 57巻
9号 877～882頁 (2016)、南波浩史・渡部美沙「種類別貨幣流通量に電子マネーが及
ぼす影響について」徳島文理大学研究紀要 82号 43～52頁 (2011)、大野幸夫「電子マ
ネー・電子決済と問題点」知財管理 49巻 6号 709～728頁 (1999)がある。
(117) Karl-Friedrich Lenz「Bitcoinと資金洗浄―EUの 2015年資金洗浄立法および FATF


































(122) 委員会実装決定 (EU) 2015/296の参考訳は、法と情報雑誌 2巻 10号 197～206頁にあ
る。
(123) 委員会実装決定 (EU) 2015/1505の参考訳は、同誌同号 207～222頁にある。
(124) 委員会実装決定 (EU) 2015/1506の参考訳は、同誌同号 223～230頁にある。
(125) 委員会実装決定 (EU) 2015/1984の参考訳は、同誌同号 231～239頁にある。
(126) 委員会実装決定 (EU) 2016/650の参考訳は、同誌同号 240～245頁にある。
(127) 委員会実装規則 (EU) 2015/806の参考訳は、同誌同号 246～251頁にある。
(128) 委員会実装規則 (EU) 2015/1501の参考訳は、同誌同号 252～260頁にある。
(129) 委員会実装規則 (EU) 2015/1502の参考訳は、同誌同号 261～277頁にある。
(130) 2018年 5月 18日以降は、個人データ保護指令 95/46/ECではなく、一般データ保護規
則 (EU) 2016/679（GDPR）が適用される。また、本稿の執筆時点である 2017年 11












紹介するものとして、亀本洋「中間法律関係」法律論叢 90巻 1号 67～78頁 (2017)が
あり、非常に参考になる。
（明治大学法学部教授）
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